
1．目　　的

国内のスポーツ経営学 注 1)において「サービス」と
いう語が用いられるようになったのは，1960年頃から
とみられる。当該領域の研究者である江尻容及び宇土
正彦 1)は，運動のために必要な条件を整える営みとし
て「施設用具の提供（エリアサービス）」，「運動計画の
提供（プログラムサービス）」，「運動なかまの提供（ク
ラブサービス）」の 3種類の方法を提唱した。宇土はそ
の後，1970年に著した『体育管理学』2)において，こ
れら 3種類の条件整備に「関連的体育事業」を加えて

「体育事業」という語でまとめ，そこに「physical 
education service」という英文表記を添えた。こうし
て，体育管理学の理論体系をまとめたとされる 3)本書
によって，スポーツサービスの概念はひとまず「体育
事業」として認識されるとともに，その内容と方法の
具体化が図られたのである。
その後も今日に至るまで，国内で発行されたスポー
ツ経営学の関連書 注 2)をながめると，多くの書籍のな
かで「スポーツサービス」について言及されているこ
とがわかる。また，国内のスポーツ経営に関する研究
領域においては，1980年代後半以降，スポーツサービ
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Abstract: This study, which is part of a wider research on the academic framework of sport manage-
ment studies, will attempt to illustrate the evolution of the concept of sport service in this field. The 
research has been conducted using a corpus of definitions and explanatory material on the subject of 
sport service found in several Japanese publications related to sport management. The outcome of the 
study is summarized as follows.

The term “sport service” has been widely used to refer to sport business ever since Udo first used the 
term “physical education service” in his 1970 book (Udo, 1970). In the late 1980s, owing to the increas-
ing development of sport industries, sport service came to be known as just one field within the wider 
sport industry, giving rise to the new concept of sport service.

The success of the Japanese private sector’s involvement in sport industries led to a renewed interest 
in sport management and its related concepts as an academic discipline. As a result, the meaning of 
sport service shifted from the sport business itself to a market product offered by those businesses. If we 
focus on the concept of “service,” we see that although some sources defined sport service as a process 
in terms of an activity-based approach, other sources based their use of the term on a characteristic-
based approach, which explains it as a product and the outcome of production. This illustrates the lack 
of an agreed conceptual definition. Moreover, attempts to organize the sport industry required consid-
eration of the products produced by this industry. Thus, the products generated by sport management 
came to be known as sport activities, and this recognition of sport activities as intangible assets led to 
them being considered as sport services.
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スに関する研究が盛んにおこなわれてきた 注 3)。特に
近年ではサービス品質の視点から，公共スポーツ施
設 4),5),6)，地域スポーツクラブ 7)，スポーツイベント 8),9)

等の利用者に対する質問紙調査が実施され，スポーツ
サービスの質の向上が図られている。以上の事実より，
スポーツサービスはスポーツ経営における主要な構成
要素の一つとなっており，今日に至るまで当該研究領
域において重要な研究対象に位置づけられてきたとい
える。
ところが，1970年に宇土が理論体系を整理した後，
当該学問の対象は拡大し，学問の名称も体育管理学か
らスポーツ経営学へと移り変わっている。その過程に
おいて，宇土自身が「スポーツ経営学に関する論議は
まだ低調で，その概念についても今日の段階ではまだ
関係者のあいだで共通に理解されている一定の説はな
く，また概念規定の試みそれ自体も公にされていな
い」10)と述べたり，柳沢 11)が「『スポーツ経営』の概念
は共通理解を得るまでに議論されているとは言えな
い」と指摘するなど，学問の概念整理の必要性がたび
たび指摘されてきた。その後も清水 12),13),14),15),16),17)，山
下 18)，松岡 19)によってこの学問の目的や性格，対象など
の基本的問題について整理する必要性が訴えられてき
ており，スポーツ経営の基本概念等が整理されてきた。
しかしながら，この学問の重要な構成要素に位置づ
けられてきたスポーツサービスについては，宇土が内
容や方法を整理して以降，その概念を整理する試みは
行われてこなかった。そのためスポーツ経営学の研究
対象が拡大した今日，当該研究領域において「スポー
ツサービス」という用語が用いられる際には，それが
どのような意味で用いられているのかが明確でないと
言わざるを得ない。たしかに，宇土 20),21)によるスポー
ツプロデュースおよびスポーツプロダクトについて検
討した論文や，それらを丁寧に分析して跡付けた八
代 22)や齊藤 23)の研究，また中西ら 24),25),26)によるスポー
ツ経営とマーケティング理論とを結んだ研究の展開の
なかでは，スポーツ経営学におけるスポーツサービス
の位置づけが示されてきたが，それらの研究はスポー
ツサービスに焦点を当てたものではなく，スポーツ経
営学のなかに位置づけられたスポーツサービスの概念
について詳細に記述したものではないので，ここでの
概念整理はいまだ十分とは言えない。このような現状
に対し，研究者からは「今日，宇土が用いていたのと
は違う意味でサービスが用いられることが多くなり，
その概念の整理・調整の必要が生じている」27)と指摘
されている。しかしながら，この指摘以降も朝倉・清
水 28)が国内で行われたスポーツサービス研究におけ
るサービス概念の捉え方を分析したほかに，スポーツ
サービスの概念について十分に整理・検討された形跡

は見当たらない。
ところで，スポーツ経営学の概念や体系の整理を志
向した清水 29)は，スポーツ経営学のあり方を明らかに
するために学史的研究の必要性を指摘しており，佐
野 30)もスポーツ経営現象の理論的基礎としてのス
ポーツ経営学について史的に検討することの意義を主
張している。したがってスポーツ経営学の研究対象で
あるスポーツサービスの概念について整理する際に
も，学術史研究の視点から当該概念の変遷について明
確にしておく必要があるといえよう。
そこで本研究では，これまでの国内スポーツ経営学
におけるスポーツサービス概念の変遷について明らか
にすることを目的とする。なお，本研究はスポーツ経
営学の重要な構成要素であるスポーツサービスの概念
をここで規定したり，統一概念としてのスポーツサー
ビスをここで提案しようとするものではなく，スポー
ツ経営学の学問体系の整理を図る研究の一環として，
スポーツサービス概念を史的に検討するものである。

2．方　　法

国内ではこれまでにスポーツサービスを対象とした
研究が数多く行われてきたが，それらの研究の中でス
ポーツサービスの概念について定義したものは見当た
らない。そのため，本研究では国内で刊行されたスポー
ツ経営学関連書を分析の対象とすることとした。
なお，上述したとおり今日に至る当該学問領域の系
譜は 1970年の宇土正彦による『体育管理学』31)が嚆矢
とされ，スポーツサービス論の原型もこの書に見出さ
れている。したがって本研究では，これ以降に刊行さ
れた単行書を分析の対象とし，それらの関連書のなか
でスポーツサービスの概念について定義または解説す
るなどして論及している箇所を確認し，その内容を検
討することでスポーツサービス概念の捉え方の変遷を
分析した。
具体的には，国立国会図書館による蔵書検索・申込
システム「NDL-OPAC」で書名に「体育（の）管理」，
「スポーツ（の）経営」，「スポーツ（の）産業」，「ス
ポーツ（の）マネジメント」，「スポーツ（の）マーケ
ティング」，「スポーツ（の）ビジネス」，「スポーツ
（の）サービス」のいずれかを含む単行書を検索し，表
示された文献の内容を確認してスポーツサービスにつ
いて論究している箇所を検討の対象とした。また，ス
ポーツサービスについて論究した単行書の中では日本
体育協会による指導者養成テキストを参考資料として
あげているものがあった。これは書名にスポーツ経営
の関連語を含んでいないが内容としてスポーツ経営に
関する科目を含んでおり，国内の主要なスポーツ指導
者資格としての社会的影響力も大きいと考えられるこ
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表 1　スポーツ経営学関連書におけるスポーツサービス概念
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とから，日本体育協会による指導者養成テキストも分
析の対象とした。
以上の手続きにより，本研究において記述箇所を確
認し，内容を検討したのは表 1に示す 51冊の単行書で
ある。

3．結果および考察

本研究の結果，当該領域の単行書におけるスポーツ
サービス概念は，スポーツ事業，スポーツサービス業，
事業による提供物，スポーツ活動という四つの系統に
分類できることが明らかとなった。分析対象とした文
献におけるスポーツサービスの捉え方を表 1に○印で
示した。
以下では，それぞれの捉え方の内容を詳らかにし，
スポーツサービス概念の変遷について詳細に示すこと
としたい。

3-1．スポーツ事業としてのスポーツサービス
1970年に刊行された『体育管理学』32)において，宇
土は「体育管理の基礎的構造」の中に体育事業を位置
づけ，「体育事業」の語の後に「physical education 
service」という英文表記を添えた。宇土はこの英文表
記に対し注記を付しており，アメリカの体育書の中で
「physical education service」の語が用いられている事
実を示している。実際に，宇土によって挙げられた著
書『The Organization and Administration of Physical 
Education』においては，“The Physical Education 
Service Program” 33)の項において小学校から大学にお
ける教科体育のあり方について記述されている。これ
に対し宇土は，アメリカの体育書が主に教科体育の問
題として「physical education service」の語を用いてい
ることについて「筆者の場合よりかなり狭い意味のも
ののようである」34)と述べ，当該概念の対象範囲を広
く捉えることを示唆している。なお八代・中村 35)によ
れば，サービスという語の使用について「ヒントを与
えたのが Health Service＝保健事業であった」という。
宇土 36)は，体育事業の概念について「体育現象（あ
るいは体育的活動といってもよい）の成立・維持に必
要な直接的条件の整備に関する営みの総称」としてお
り，その具体的な内容は施設の整備運営（エリアサー
ビス），クラブの育成（クラブサービス），プログラム
設定（プログラムサービス）の 3種類の基本的事業と
広報や助成などの関連的体育事業から構成されるもの
とした。
こうしてスポーツサービスの概念はひとまず体育事
業として認識されるとともに，その内容と方法の具体
化が図られたのである。ここで体育事業として示され
た概念と内容が，その後「スポーツ事業」37)，「体育・

スポーツ事業（physical education service, sport ser-
vice）」38)と表記されていることからも，宇土が提示し
た体育事業が今日に至るスポーツサービス概念の原初
であったといえよう。
表 1において，スポーツサービスをスポーツ事業と
して捉えているとした単行書のなかには，スポーツ事
業に sport serviceの表記を添えていないものや，ス
ポーツサービス自体についての定義を示していない文
献も含まれている。しかしエリアサービス，プログラ
ムサービス，クラブサービスという具体的なスポーツ
事業における用語の定義のなかで「…営み」としてい
るものは，スポーツサービスをスポーツ事業を指す語
として捉えているものとみてよいだろう。このように
してながめると，スポーツサービスをスポーツ事業と
する捉え方は主に 1990年代後半まで続いていること
がわかる。

3-2．業種としてのスポーツサービス業
スポーツサービス概念の捉え方に関する最初の転機
は，1980年代末に訪れた。国民生活における経済的及
び時間的ゆとりの増大に伴い余暇活動としてのスポー
ツの重要性が認識されるようになり，国内におけるス
ポーツ振興の視点から，スポーツ産業の振興が求めら
れるようになったことが，そのきっかけである。
通商産業省では，スポーツ産業に関する研究会を

1989年に発足させ，そこでの議論をまとめて翌年に『ス
ポーツビジョン 21―スポーツ産業研究会報告書―』39)

（以下『スポーツビジョン 21』）を発刊した。ここでは
図 1のようにスポーツ産業全体をソフト分野とハード
分野に大別し，ハード分野に関する業種をスポーツ製
造業とスポーツスペース業に分ける一方，ソフト分野
に関する業種を広くスポーツサービス業と捉えてい
る。ここにおいて，広範な複合産業としてのスポーツ
産業のなかに業種としてのスポーツサービス業が認識
されたのである。スポーツサービス業は具体的には，
「スポーツ用品流通業」，「スポーツジャーナリズム業」，
「スポーツ旅行業」，「スポーツ保険業」，「スポーツ施設
運営業」，「スポーツスクール業」などを含むものとさ
れており，上述した宇土によるスポーツサービス概念
とは，捉え方の面でも内容の面でも異なるものである
ことがわかる。
また，ここで示されたスポーツサービス業の内容は，
当時の日本標準産業分類 40)による「サービス業」の分類
とも一致しない。例えばスポーツサービス業に位置づ
けられた「スポーツ用品流通業」は，当時の日本標準産
業分類では「卸売・小売業」に分類され，ハード分野の
スポーツスペース業に位置づけられた「都市型スポー
ツスペース業」の中には，日本標準産業分類において
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「サービス業」に分類されているものがあるのである。
したがって，ここに従来のスポーツサービス概念とも
異なり，一般的なサービス業とも異なる独自のスポー
ツサービス業の捉え方が形成されたといえよう。
その後 1995年には，原田宗彦らによる『スポーツ産
業論入門』41)が刊行された。このなかで原田 42)は，自
身が雑誌「Sports Business」43)で示した図を用いてス
ポーツ産業の伝統的な領域として「スポーツ用品産
業」，「スポーツサービス・情報産業」，「スポーツ施設・
空間産業」の 3領域をあげ，『スポーツビジョン 21』と
類似したかたちでスポーツ産業の一領域としてのス
ポーツサービス産業の存在を示している。ここではス
ポーツサービス業の領域について詳細に示されていな
いが，具体例として挙げられた業種をみると水泳イン
ストラクター，フィットネスクラブ，民間スポーツク
ラブと，『スポーツビジョン 21』のものより狭い領域
に限定されている。また，これは当時の日本標準産業
分類 44)におけるサービス業の分類（表 2）と比較して
も，スポーツに関するサービス業のごく一部しか取り
上げていないとみられる。
この書においてこのようにスポーツサービス産業の
広がりが示されていないのは，この書がスポーツ産業
への就職を志す学生を主な対象としたことによると考
えられる。大学や専門学校等におけるスポーツ産業関
連科目のテキストとして編まれた本書では，「スポーツ
産業に関する知識体系を包括的にまとめたものではな
い。…学生諸君が考える就職先としてのスポーツ産業
を意識したものであり，経済現象としてのそれを体系

づけようと試みるものではない」45)と明記されてい
る。したがって，スポーツサービス産業についてもそ
の産業領域を網羅して列記するというよりは，学生た

図 1　スポーツ産業の全体像（通商産業省産業政策局編（1990，p. 43）をもとに作成（細目は省略した））

表 2　日本標準産業分類におけるサービス業の分類

（総務庁統計局統計基準部（1993）をもとに作成）
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ちの就職先として目標とされやすいフィットネスクラ
ブを主な事例として取り上げたという面があるだろ
う。本書がこのような性質を持つものであったため，
スポーツサービス産業の領域の例示はごく一部に限ら
れ，スポーツサービス産業の全体像がここでは明確に
示されなかった。
ここで，スポーツ産業に関する学術的な研究に目を
向けると，1990年にスポーツ産業に関する調査・研究
の促進を目的として日本スポーツ産業学会が設立され
ており，この学会の機関誌である「スポーツ産業学研
究」第 1巻第 1号において，宇土 46)がスポーツ産業と
スポーツ経営との関連について検討している。その中
で宇土は図 2のような構造図を示し，「スポーツ・サー
ビス業」を「第 1次的スポーツ産業」としてスポーツ
産業の中心に位置づけ，「スポーツ産業との関わりで筆
者がとらえるスポーツ経営は，スポーツ・サービス業
の運営として捉えるものである」47)として，スポーツ
サービス業をスポーツ旅行やスポーツ保険などが含ま
れる第 2次的スポーツ産業と区別している。このよう
に重層構造としてスポーツ産業の構造を理解すること
で，従前のスポーツ事業としてのスポーツサービスの
捉え方と，広範なスポーツ産業の中のスポーツサービ
ス業の関係が整理されたといえる。

1996年に刊行された『健康・スポーツの経営学』48)

において木村が，健康スポーツサービス業を狭義の
サービス業とスペース業に分け，「健康スポーツサービ
ス業といった場合には，フィットネスクラブに代表さ
れる施設と指導，プログラムといった総合的なサービ
スを提供するところと考えてよいだろう」49)としてい
る考えの中には，宇土による重層的なスポーツサービ
ス業の捉え方が反映されているとみることができる。

しかしながら，この他にスポーツサービス業について
述べた書のなかで，スポーツ産業を重層的な構造とし
て捉えるなどしてスポーツ事業とスポーツサービス業
との関連について示しているものは見当たらない。そ
の後スポーツ産業について解説した書では，表 3に示
すように『スポーツビジョン 21』と原田 50)による構造
図のいずれかまたは両方が広く引用され，両書におけ
るスポーツ産業の一領域としてのスポーツサービス業
の捉え方が広がっていった。
このようにスポーツ産業への注目から，広範なス
ポーツ産業の中の一業種としてのスポーツサービス業
が認識されるようになり，スポーツサービスは従来の
スポーツ事業としての捉え方から離れ，さらに日本標
準産業分類とも異なる新たなスポーツサービス概念が
広まっていった。

3-3．事業による提供物としてのスポーツサービス
上述した通り国内においてスポーツサービスの概念
は，宇土によって整理されたことでまずはスポーツ事
業を示す語として認識されるようになった。しかし，
その後 1990年代に入るころから，スポーツ経営学の研
究者によってスポーツ事業とスポーツサービスの関係
について再検討が促されるようになった。その背景に
あったのは，この時期におけるスポーツ経営に関する
学問のあり方をめぐる議論の活発化である。国内で学
校や公共施設のみならず民間事業者によるスポーツ経
営が盛んになったことは，一方でスポーツ産業への関
心の高まりを呼ぶと同時に，一方で従前は学校体育を
中心に発展してきた当該学問の対象や方法の再検討を
必要とさせたのである。この時期の議論の概要が関連
学会の会報に掲載されたほか，研究論文としても宇

図 2　スポーツ経営とスポーツ産業の関係（宇土（1991，p. 6）をもとに作成）
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土 51)，清水 52),53),54),55)，中西 56)らによってまとめられ，こ
の学問のあり方が検討された。
このような議論の過程において，スポーツ経営学の

重要な構成要素の一つであるスポーツサービスのあり
方についても，改めて問い直されることとなった。1992
年の日本体育学会体育経営管理専門分科会会報では，

「スポーツ産業の構造に関する元資料」は，次の基準に基づいて分類した。
「原田」…原田宗彦による「Sports Business」（1993）記事の構造図を引用するなど，スポーツ産業を「スポーツ用品産業」，「ス
ポーツサービス・情報産業」，「スポーツ施設・空間産業」に分けて捉えているもの
「ビジョン」…通商産業省産業政策局による『スポーツビジョン 21』（1990）の構造図を引用するなど，スポーツ産業をハード
分野とソフト分野に分け，ソフト分野に関する業種をスポーツサービス業と捉えているもの
「レジャー」…1977年以降，余暇開発センターほか『レジャー白書』において毎年公表されてきた「余暇市場スポーツ部門」の
項目を引用しているもの
「江戸川」…江戸川大学スポーツビジネス研究所による『スポビズガイドブック』（2007，2008）におけるスポーツ産業の分類
表を引用しているもの
「―」…独自の分類法によりスポーツ産業の構造を示しているものや，引用元を明示していないもの

表 3　スポーツ経営学関連書におけるスポーツ産業の構造に関する元資料
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会員による研究会の中で「スポーツサービスの捉え方
（概念規定）が問題となる」57)，「はたして事業とサービ
スは同一概念であろうか」58)との疑問が投げかけられ
たことが報告されている。またこの会報の研究発表報
告では，柳沢が「一般的な『事業』概念は必ずしも
『サービス』と同義ではない」59)としたうえで，スポー
ツサービスを「スポーツのプロダクトのうち，特に実
際のスポーツ活動を生起・維持・発展し，スポーツの
本質的な機能（便益）を実現するために諸条件を再構
成して提供されるスポーツの機会（チャンス），条件を
提供する仕事や行為の総称」60)とする定義を試論とし
て提供している。研究論文においては清水が，この柳
沢らの考えを参照して「スポーツ事業とスポーツサー
ビスは，明確に区別されなければならない」61)との考
えを示している。
研究会でのスポーツサービス概念に関する検討の内
容は，1990年代以降に刊行された単行書にも反映さ
れ，従来の関連書とは異なる新たなスポーツサービス
の捉え方が示されるようになった。それが事業による
提供物としてのスポーツサービス概念である。そこで
は，内容としてエリアサービス，プログラムサービス，
クラブサービスを含みながらも，「スポーツ事業におい
て産出され，スポーツ市場において交換され，消費者
に満足と経営体に対価をもたらす媒体」62)と，スポー
ツサービスが事業（営み）ではなく事業によって提供
されるものと捉えられるようになったのである。2002
年に刊行された『体育・スポーツ経営学講義』63)にお
いて「体育・スポーツ事業によって提供されるサービ
スをスポーツサービスという」64)とされ，施設，プロ
グラム，仲間に関するスポーツサービスを提供する事
業がそれぞれ「エリアサービス事業」，「クラブサービ
ス事業」，「プログラムサービス事業」65)と表記される
ようになったことからも，サービスが事業そのものを
指す言葉から離れて事業による提供物と捉えられるよ
うになった様子がうかがえる。こうして，宇土によっ
て示された事業としての捉え方は，事業によってつく
られる提供物としての捉え方へと変遷したのである。
ところで，スポーツサービスを事業による提供物と
捉えるようになると，「サービス」という語を用いる理
由が明らかにされなければならなくなる。そこで以下
では，これらの文献における「サービス」という語の
用い方に注目してみたい。
サービスの概念については経営学の領域において，
上原 66),67)，東 68)，芳賀 69)らによって整理されてきた。
これらの先行論文によれば，従前用いられてきたサー
ビスの概念は「モノとサービスとの形態的な差異に注
目するアプローチ」70)である形態比較型と，「サービス
を活動あるいは行為といったプロセス概念で捉え，生

産活動の結果たるモノとは異なる次元でサービスを把
握しようとする」71)活動概念型とに大別できるとい
う。スポーツ経営学の研究者のなかでは朝倉・清水 72)

も，この分類方法に依拠してスポーツサービス概念の
分類を行っている。
スポーツ経営学の関連書において，経営学領域にお
けるサービスの概念に明確に論及したうえでスポーツ
サービスについて定義したのは，『現代スポーツ経営
論』73)における木村 74)である。木村は，民間事業者に
よるスポーツ事業の提供が広まったことでスポーツ
サービスを体育事業とする捉え方が難しくなっている
と現状を捉え，サービスに関する様々な定義を示した
うえで，野村 75)によるサービス概念に依拠してスポー
ツサービスを「人々がスポーツを享受するために市場
に供給される諸資源（人・物・システム）の有用な機
能（働き）」76)と定義した。これは上述した二種類の
サービス概念のうち，活動概念型に分類される捉え方
である。
これ以降に刊行された『スポーツ経営学』77)，『図解

スポーツマネジメント』78)においても，スポーツサー
ビスを物的サービス，システム的サービス，人的サー
ビスに分類するなど，野村によるサービス定義を援用
した活動概念型のスポーツサービスの捉え方が反映さ
れている。しかしながら，野村 79)が機能としての「サー
ビス」と市場で取引される「サービス財」とを分けて
いるのに対し，『スポーツ経営学』での「スポーツ組織
は，これらスポーツサービスをスポーツ消費者に販売
し」80)との記述をみると，ここではサービスを生産活
動の結果とする形態比較型の捉え方が混在しているよ
うにみえる。また，『図解スポーツマネジメント』にお
いて中西は，スポーツサービスを機能とする捉え方の
ほかに市場で取引される財とする捉え方があるとし
て，「後者の立場でスポーツサービスを捉えた場合」81)

の立場からその後の論を展開している。このことから，
事業による提供物としてのスポーツサービス概念は，
サービスという語の用い方に着目すると活動概念型の
定義をしているにもかかわらず形態比較型に基づく記
述が混在しており，概念の明確な捉え方を獲得されな
かったことが指摘できる。なお経営学の領域において
も，活動概念型のサービス概念のなかに活動の結果と
してのサービス概念が混在する例は多く，活動概念型
プロセスは「徹底化をなし得なかった」82)ことが指摘
されており，スポーツ経営学においても同様の経過を
たどったものとみられる。

3-4．スポーツ活動としてのスポーツサービス
事業とサービスの関係を整理しなおし，スポーツ事
業において提供されるサービスをスポーツサービスと



113

佐野

する考え方において，スポーツサービスは当初「スポー
ツ活動のチャンス（機会）」83)として認識された。この
ようなスポーツサービスの捉え方は，スポーツプロ
デュースのあり方について検討した宇土 84)が「スポー
ツそのもののプロデュース」を意味する「スポーツプ
ロデュース」の周りに「スポーツサービスのプロデュー
ス」を配した概念図（図 3）によって明確に示されて
いるといえる。『スポーツ経営学』85)においても，ス
ポーツ活動の生産過程を図 4のように示し，「スポーツ
サービスをスポーツ消費者に販売し，その後，スポー
ツ消費者と一緒になって，実際のスポーツ活動を生産
するのである」86)とスポーツサービスとスポーツ活動
の関係を整理している。ところがその後，スポーツ活
動そのものをスポーツサービスとする考え方が形成さ
れていった。以下ではその過程について検討していき
たい。
複数の著者による『スポーツ経営学』87)のなかでは，

上述したスポーツサービスについての記述のほかに
「無形の体験（スポーツ活動）や便益・満足をパッケー
ジ化したスポーツサービス」88)との記述がみられる。
この箇所の著者である中西は，これに続いてスポーツ
サービスの特性として無形性，異質性，プロセス特性，
非分離性，消滅性について解説しており，サービスク
オリティの観点を導入してスポーツマーケティング戦
略について述べている。すなわち，ここではスポーツ
活動がスポーツサービスの中に含まれており，また
サービス概念については形態比較型の捉え方が前提と
されているのである。同書における小川の「いかにす
ばらしい商品パッケージとしてスポーツという（サー
ビス）製品を売り出すことができるか」89)とする記述
の中にも，中西と同様のスポーツサービス概念の認識

が垣間見える。
また，早くからスポーツ産業について詳解してきた

『スポーツ産業論入門』は，その後も版を重ねるごとに
改訂を続け，2003年に刊行された第 3版においてス
ポーツサービスに関する新たな捉え方を示した。「ス
ポーツ産業において商品として取り引きされるのは，
『スポーツサービス』という製品（プロダクト）であ
る」90)としたのである。これは，スポーツ産業の一領
域としてスポーツサービス産業を措定すると同時に，
スポーツ産業におけるプロダクトとしてのスポーツ
サービスという捉え方を示したものといえる。上述し
たとおり，この書の初版はスポーツ産業の体系化を意
図したものではなかったが，第 2版において体系化を
目指すようになり，第 3版は「体系化された最新の専
門的知識として読者に提供する必要」91)からまとめた
とされている。すなわち，初版から改訂を重ねスポー
ツ産業の全体像や関連する概念を整理してきた本書に
おいて，スポーツプロダクトとしてのスポーツサービ

図 3　スポーツサービスの位置づけ（宇土（1992，p. 66）を
もとに作成）

図 4　スポーツサービスの生産過程（山下（2000，p. 26）をもとに作成）
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スの概念が明確化されるに至ったといえよう。
なお，日本標準産業分類一般原則によれば，産業と
は「財又はサービスの生産と供給において類似した経
済活動を統合したもの」92)と定義され，分類基準は「生
産される財又は提供されるサービスの種類」，「財の生
産又はサービス提供の方法」，「原材料の種類及び性質，
サービスの対象及び取り扱われるもの（商品等）の種
類」93)によるという。このような産業分類の基準をみ
ると，本書においてはスポーツ産業を一つの産業領域
として体系化しようとする意図のもと，そこで共通し
て産出されるプロダクトとしてスポーツサービスが想
定されたと考えられる。スポーツサービスがプロダク
トとして捉えられており，「物財（モノ）とサービスの
二元論的視点」94)からサービスの特性について解説さ
れていることからも，ここでのサービス概念も形態比
較型で捉えられているといえる。

2005年には日本体育協会が発行する公認スポーツ
指導者養成テキストにおいて「スポーツ組織のプロダ
クトはスポーツサービスであり，サービス事業を展開
しているのである」95)と，明確にスポーツプロダクト
としてのスポーツサービス概念が示された。このよう
にスポーツプロダクトをスポーツサービスとみなす根
拠については，テキストの著者である松岡 96)による論
文で提示されているので，これを引用して分析してみ
たい。スポーツマネジメントの概念について検討した
この論文では，体育管理学を起源とする学的系譜の上
にスポーツマネジメントを位置づけたうえで，「スポー

ツ組織によって生産されるプロダクトは…形がなく手
で触れることができない『サービス財』である」97)と
して，「用語の混乱を避けるためには，スポーツプロダ
クトをスポーツサービス（sport services）と呼ぶこと
も適切であると考えられる」98)としている。また，こ
の前後において「スポーツ用品やスポーツ施設ではな
く，スポーツそのもの，つまり，スポーツをする，ス
ポーツを見るというスポーツ活動をスポーツマネジメ
ントの対象としてとらえるべきである」99)，「スポーツ
も形がなく見えないプロダクトである」100)と述べてい
る。これらの記述を整理すると，スポーツ経営によっ
て産出されるプロダクトがスポーツ活動であり，ス
ポーツ活動は形がないプロダクトであるからサービス
である，したがってスポーツプロダクトがスポーツ
サービスとみなされる，ということになろう。同様の
捉え方は，表 4に示すように広がってきており，この
ような論理によってスポーツ活動としてのスポーツ
サービス概念が形成されてきたとみることができる。
こうして，従前はスポーツ自体の周辺におかれてい
たスポーツサービスは，スポーツ産業の体系化にとも
なってスポーツ活動を含むスポーツプロダクト全体を
示すものへと広がりを見せた後，サービスを無形のプ
ロダクトとする形態比較型サービス概念の影響を受け
てスポーツ活動そのものが目に見えないという特質を
つかむことで，スポーツ活動自体を示す概念として形
成されたのである。
なお，最近ではこのようなスポーツサービスの捉え

表 4　スポーツを無形のプロダクト（サービス）とする捉え方
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方に対し概念の混同を指摘し，その原因を「スポーツ
のコアプロダクトが無形財のスポーツパフォーマンス
であるため，しばしばスポーツサービスとスポーツプ
ロダクトを同義的に使用してきたこと」101)に求め，ス
ポーツサービスをカスタマーサービスの一つとして
「メインとなるスポーツパフォーマンスの提供を補完・
サポートする周辺的なサービス」102)とする捉え方が新
たに示されている。

4．ま と め

本研究は，スポーツ経営学の学問体系の整理を図る
研究の一環として，国内で刊行されたスポーツ経営学
関連書における記述内容の分析により，スポーツ経営
学領域におけるスポーツサービス概念の変遷について
明らかにするものであった。本研究の結果は，次のよ
うにまとめられる。

1970年に刊行された『体育管理学』103)において，宇
土が体育事業の語に「physical education service」とい
う英文表記を添えて以降，スポーツ経営学においてス
ポーツサービスは，スポーツ事業を示す概念として広
まった。その後，1980年代末にスポーツ産業の振興が
求められるようになると，広範なスポーツ産業を構成
する一領域としてのスポーツサービス業が認識され，
従来とは異なるスポーツサービス概念が形成された。
また，国内で民間事業者によるスポーツ経営が盛ん
になると，スポーツ経営学の対象や関連概念が改めて
検討されるようになった。するとスポーツ経営学にお
いて従来スポーツ事業として認識されていたスポーツ
サービスは，事業自体ではなく事業によって提供され
るものとして認識されるようになった。ここでのサー
ビス概念に着目すると，活動概念型のアプローチによ
りサービスをプロセスとして捉えようとする定義がみ
られるものの，スポーツサービスという語の用い方に
おいては生産活動の結果であるプロダクトとしてこれ
を捉える形態比較型のアプローチに基づく記述がみら
れており，明確な概念規定がなされなかったことが指
摘される。
一方，スポーツ産業の体系化の試みは，当該産業にお
いて生産・提供されるプロダクトについての検討を必
要とした。するとスポーツ経営学では，スポーツ産業に
おいて産出されるプロダクトがスポーツ活動でありス
ポーツ活動が無形の財であるとの認識により，これが
スポーツサービスであるとみなされるようになった。
以上のような変遷を跡付けることで，今日における
スポーツサービス概念を整理するにあたっての課題が
浮かび上がってきた。本研究において分類された 4種
類のスポーツサービス概念のうち事業による提供物と
してのスポーツサービス概念は，従前のスポーツ事業

としてのスポーツサービス概念を再検討することで形
成されたものだったが，この系統と残る 2種類の概念
との関係が十分に検討されていないことが，一つ目の
課題である。二つ目の課題として，スポーツサービス
概念の検討にあたりサービスの概念について考察する
必要性が示唆された。これら二点について，引き続き
検討していくことを今後の課題としたい。
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注

1) 当該学問の歴史や概念について検討した清水 104),105)，
筑紫 106)，佐野 107)らは，国内のスポーツ経営学につい
て体育管理学，体育経営学，体育・スポーツ経営学
を経て今日ではスポーツ経営学として認識されてい
るとしている。本稿においてもこれら先行論文と同
様に，体育管理学を嚆矢とする学問の流れの中にス
ポーツ経営学を位置づけ，歴史的に名称を変化させ
てきたこれら一連の学問を指し示す語として「ス
ポーツ経営学」を用いることとする。

2) スポーツマネジメントの概念について検討した松
岡 108)は，スポーツマネジメントの学問領域を体育管
理学に連なる系譜に位置づけ，当該研究領域におい
て「スポーツ経営，スポーツ産業，スポーツビジネ
ス，そしてスポーツマネジメントといった言葉が入
り混じって使われ，それらの関係が混沌とした状態
にある」と指摘している。また，山下 109)は体育経営
管理分野の研究を「スポーツマネジメント研究」と
表記し，当該領域に関連する学会誌として「体育・
スポーツ経営学研究，スポーツ産業学研究，Journal 
of Sport Management，Sport Marketing Quarterly」
を挙げている。日本体育学会の一般研究発表分類
コード表においても，体育経営管理領域の中に「商
業スポーツ施設」，「プロ・競技スポーツ」，「スペク
テイタースポーツ」などの領域があり，細目に「マー
ケティング」が用意されていることからも，これら
の領域が今日におけるスポーツ経営学の関連領域と
して認識されているといえよう。したがって本研究
では，体育管理，スポーツ経営，スポーツ産業，ス
ポーツマネジメント，スポーツマーケティング，ス
ポーツビジネスを書名に含む単行書を「スポーツ経
営学関連書」として分析の対象とした。

3) 例えば日本体育学会体育経営管理専門分科会では，
以下の研究者によって関連する研究発表が行われて
きた。《公共スポーツ施設》赤松・島崎 110)；原田ほ
か 111)；中西 112)；関口ほか 113)；高橋・野川 114)《民間ス
ポーツクラブ》中路 115)；小野里・畑 116)《地域スポー
ツ》八代 117),118),119)
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